
増税に

幸福実現党にあなたも参加しませんか。
未来をつくる「幸福実現党」を支え、
ともに行動する党員大募集！

◆党員になると
○幸福実現党の理念と綱領に賛同する18 歳以上の

方なら、どなたでもなることができます。
　党費は年間 5,000 円です。
○資格期間は、党費を入金された日から1 年間です。
○幸福実現党の運営や活動、政策づくりなどに参画

することができます。
○幸福実現党の機関紙が送付されます。

党 員 募 集
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幸福実現党 党首
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学
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1971年大阪府生まれ。東京大学法
学部第３類（政治コース）を卒業後、
宗教法人幸福の科学に入局。財務
局長、専務理事などを歴任。妻と
2男の4人家族。趣味は読書と散歩。

政治に、新しい力を。
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増税なき
震災復興

幸福実現党は

反対します。
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日本再建宣言
大規模公共投資で防災大国に
震災をきっかけに、より安全な日本を目指します。

努力するほど豊かになれる
個人や企業の努力が報われる社会をつくります。

自分の国は自分で守る
日米同盟を強化し、隣国の脅威から国民を守ります。

塾に頼らず学力を上げる
公立学校を「経営再建」し、家庭の教育費を軽減します。

家族の絆を取り戻す
家庭の価値を見直し、家族の助け合いを支援します。

大川隆法幸福の科学グループ創始者 兼 総裁
幸福実現党創立者 兼 党名誉総裁 幸福実現党の最新刊

沈みゆく日本をどう救うか沈みゆく日本をどう救うか
定価1,365円（税込） 発行 幸福実現党

いま、 増税したら、 日本は終わってしまう。いま、 増税したら、 日本は終わってしまう。
野田総理よ、松下政経塾の「無税国家論」を忘れたのか―。

野田佳彦総理のスピリチュアル総合分析

国民もマスコミも知らない
野田総理の守護霊インタヴュー！
天上界の松下幸之助から
かつての弟子・野田総理に緊急メッセージ !!
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「将 来世代に負担を先送りしない」と
増税に意欲を見せる野田佳彦首相

の下、政府・与党は復興増税案を取りまと
めました。
　しかし、1997 年の消費税増税以降、税収
は一度も 97 年を上回っておらず、「増税＝
税収増」という単純な図式にないことは明
らかです。増税したからといって、震災復興
の財源が確保できるとは限らないのです。

増 税は国民生活に深刻なダメージを
与えます。

　97 年の消費税増税に始まる景気後退に
より、一世帯あたりの平均所得は、97 年か
ら 2009 年までの 13 年間で 110 万円近く
減少しています。
　時を同じくして自殺者が急増したことに
も注目すべきです。98 年以降、自殺者が
３万人を超えるようになり、また、「経済・
生活問題」を理由に自殺する人が急増して
いることから、「増税が国民を不幸にし、自
殺にまで追い込んでいる」という実態が浮
かび上がります。
　国民が苦しんでいるときに税金を上げる
のは、“ 悪徳役人 ” の発想にほかなりません。
震災復興は、増税以外の方法で成し遂げる
べきなのです。

この時期の増税は
“悪徳役人”の発想

「増税＝税収増」とは限らない

日銀による国債引き受け
現在、デフレギャップは約20兆円と推計されるた

め、20兆円分の復興債を日銀が買い取る。
いわゆる“埋蔵金”の活用
国債の償還や利払い等を行う国債整理基金特別会

計の剰余金12兆円（2011年度予算ベース）を使う。
政府保有株式の売却日本郵政や日本たばこなどの株式を売却すれば、数

兆円規模の税外収入が見込める。建設国債の発行復興のインフラ整備には、本来、60年償還の建設

国債を発行すべき。大型の公共投資を行えば、雇用

が拡大し、失業率も低下する。

これで
ＯＫ!!“増税なき震災復興”のための処方箋

【政府の税収総額】

警察庁の自殺統計などに基づき作成

警察庁の自殺統計に基づき作成

98年以降、経済問題での自殺が倍増

98年に突然増えて3万人の大台に

消費税増税　３％→５％

消費税導入　３％

【経済・生活問題を理由
とする自殺者の推移】

【自殺者数の推移】


